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論 文 内 容 要 旨
1、本論の課題
本論 では、農業生産 に診ける生産 組織 の基本的 な性格 を解明する ことに よって、 今後
の農業発展の方向づけ を明 らかにす るこ とを課題 とす る。
その際、生産組織 を、農業生産 力の展 開等 とのかかわ り合いで分析 し、 とりわけ1950
年代、集落 を基礎 として形成された生産組織 を、秋 田県農政 との関連 で、時系列で性格
分析 を行 った。
2、方法論と分析対 象
(1)本論 では、主 に秋 田県 に診ける生産組織 を、 分析対象 とした。
(2)生産:組織の分析 を、農業 生産 力の展開1労 働市場 の性格、農 業政策 との関連 で行
な った。 なぜ な らばそれ らが生産組織 の基本的 な性格 を、特徴づけてい るか らである。
(3)以上の農業生産力、労働市場、国 ・県の農業政策の展開に添 って、 それぞれの画
期(年 代区分)を 特徴づけ、 この年代区分毎 に、秋 田県 に論け る生産組織 の性格 を明確
化する ことで、生産組織 の一般的 な性格(内 部 に潜 む法則性)を 、解明 しよ うとした も
のである。
な於、本論 の生産組織 とは、農 水省で規定 した 「農業生産:組織 」に、直接生産:面の共
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(1)生産組 織展開の年代区分:わ が国農 政 ・秋田県の主 な農業施策・労働市場・農業
生産力の発展等 に よって、生産組織展開の年代区分を行 なえぱ・ 表に示 した4つ に大別
され る。第1期 は、60年代 前半、土地生 産性の 向上 を 目途に組織 された・稲 作研究会期
で ある。第2期 は、60年代 の後半、土地 ・労働生産 性が併進 され た集団栽培期 である。
第3期 は、70年代前半の労働生産性の追求が表面化 した、 「高度集 団栽 培 」期 である。
そ して、第4期 が、70年代 後半 か ら現在に至る集落農場期 で ある。
(2)稲作研究会期 の集団活動:こ の期 の活動は、 集落 ぐるみ で、稲作増産 のための技
術修得 を行 な うもの で、む らの行事 と一体 化 した坪刈 り多収穫競争等 も実施され ていた。
これ らの技術 研修は、次期 の栽培技術 協定 とは異 な り、 個別経営の土地条 件、労働力
構成等の寸法に合せ、個別 技術 として吸収 され、 それ らの総体が集落全体の技術 水準を
高 めるもの であ った。 したが って、 この段階では土 地生産性 の向上がね らいで あり、小
農的生産 力の延長 とい う性格 の もので あった。
しか し、 この年代 の集団活動 は、 つ ぎの2点 で次期 以降の組織 展開 を規定 した。第1
は、次期集団栽培 の母体 とな った こ とで ある。第2は 、 この期 間の集 団活動 の強化が、
集落内農家の関係 を民主的 な ものに し、 これが集落農場期 に、 拡大 部門 を中 ・下層農 家
にまで定着させ る役割 を果た した ことである。
(3)集団栽培期 の集団活動:60年代後半、秋 田県 が強力に推進 した健康 な稲づ くり運
動 に ょって、集団栽 培が急増 した(1968年で、852集団)。 この期 間、 気象条件に も
恵まれたが、 これ らに よって技術が高位 に平準化 され、秋 田県の水稲単 作当 り収量は、
著 しく上 昇 した。
しか し、 この運動 は、単 なる増産技術 の普及運動ではなか った。第2次 秋田県総合 開
発計画の路線に従 って、大型防除機、・ トラク ター等 の共 同利用集団の育成対策で あ り、
諸種の近代化事業 導入の受け皿づ くりで あった。
つま り、集 団栽培は、増収 に よる所得拡大 と同時 に、以下の分解促進 の性 格 も持って
いた。 まず、集 落内の技術協定は、 中 ・下層の1部 農 家の稲作技術 か らの離脱 を容易に
し、 さらに共同田植、 トラク ター共同利用の強化は、 作業 か らの離脱 も可能 にさせた。
これ らの結果 として、 この期 間秋 田県の農業労働力は、大量 に農外へ排 出され た。
(4)「高度集 団栽培 」期 の集 団活動:70年代前半は、集落 ぐるみの集 団栽培が、 米生
産調整、拡大部 門の未定 着、労働 力離脱の増大、上層農 家への機 械導入等 を背景に、 選
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男ll的な受託集団等への再編や、個別に崩壊 す る過渡期 で あった。
この期 間は、機 械利用 を上層 の特定 オ ペレー ターが担 い、 中 ・下層農家は これ に作業
を委託す る運営方 式で、上 ・下層共に、上昇す る機械費の負担軽減 を図 る ものであった。
しか し、 稲単 作化 を強化 させ ていた 中 ・下層農家 の労働力 は、以上の ことか らますます
兼業に固定 化され る ことにな った。 さらに機械化 の進展は、稲作の労働過程か ら分離 さ
れる作業 の種類 を増加 させ、兼業 化 を促進 させ てい った。
70年代前半 に、農協 を運営主 体 と して、各種補助事業に よって導入された カン トリー
エレベー ター 。大型 育 苗施 設等 の広範な普及が、以上に拍車をかけるこ とになる。 つま
り、 当時 の農 政では、 これ らの大型施設 を核 とした、装置化 ・システム化で ある 「団地
営農 」の確立が 目標 とされ てい た。その担 い手 として生産組織(集 団栽培等)を 受託集
団に再編 させ、農民層分解を促進させ なが ら、安 い労働力 と農産物 を農外 に供給 させる
ことがね らいである。
(5)集落農場期の集団活動:経 済成長 が停滞 した70年代 後半 に器いて も～以上 の 目標
に変.りはないσ19.72年か ら施策化 された集落農場 化事業 は、 つ ぎの4つ を 目的 として
いる。①高性能機械の共同利用、②受委 託促進、、③拡大部 門の導 入、④新 しい ゴ ミ斗ニ
ティの形成で ある。 前者の2つ は、 「団地営農 」の 目標その ものである。
集落農場化事業 指定集落は、1978年現在 で、総 集落の53%に相当する1,302集落に
達 している。 この事業 の助 成に よって、 育苗施設 ・、田植機 が急速 に普及 し、機械化 「一
貫体系 」が確立 した。 全県的 にみれば、 拡大部門の導入 が図 られなかった ことか ら、稲
作の省力化に よって、稲単 作 ・兼業化が急速 に進行 した。
事例 として とり上げた仙 北町 川前集落 に齢け る生産組織 の展開は、その典型 で ある。』
すなわ ち、川前集 落では、・以上の4つ の画期 を経過する中で、 作業 受委託集団 に組織が
再編され、 稲単作化 と作業 受委託化が進行 した。現在では、農協直営の ガン トリー エレ
ペー ター ・大型育 苗施設利用に組み こまれ、稲作での高 い生産 力を背景 に、大量の労働
力 を農外 に排 出させている。
以上が、秋 田県に齢ける生産組織展開の一般的な方向で ある。 しか し、県内 に散在す
る集落農場 の先進集 団では、生産組織が個別経営 を補完 しつつ、拡大部門 を定着 させ、
逆に農業の担い手層 を増加させ る役割 を果た している。事例 とした大雄村宮田集団(稲
+ホ ップ ・みつば)、 平鹿町柄内集団(稲 十養豚 ・きの こ ・他)が 、それ らの典 型で あ
る。
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両集 団が今 日の成果 を得 た要 因は・第1に 拡大 部門が1部 上層農 家に とどま らず・.中
・下層兼業農 家にまで導入され た ことである。 これ に よって、労働 力 ・機 械利用等 で専
業 ・兼業農家間 での協 力関係が強化され、 これが拡大部門 を強固に し、婦人労働 力等の
農外流出を阻止 した。
第2の 要 因は、集落内に勘け る重層 的な組織構成 と、拡大 部門の全村への拡大 である、
両集落には、稲作 ・拡大部 門等の生産組織 が多 ぐ、 これ らへの重層的 な参加は、集団内
の面接性 を強固 な ものに し、 中 ・下層農 家に拡大 部門 を浸透させた。 つい で、 この成果
を、作 目別生産組織 として、 全村 にその組織 を拡大 し、 この力 で農協 ・自治体の指導 ・
援助 を強化させ た ことで ある。
第3は 、個別の複合経営 を基本 と しなが ら、 これ を補完す る共同作業 ・機械共同利用
等の組織活動 を、長期 にわた って民主的 に運営 して きた ことで ある。
以上 の ように、 両集 団では拡大 部門の導入 に よって、農業の担い手 を確保 し、活発 な
集団活動 を展開 させて きた。 しか し同時 に、機 械共同利用等 の強化は、1.5肋以下の稲
単作農家 を兼業に固定 させ る役割 も果た した。 さ らに、最 近におけ る拡大 部門 の価格不
安定等は、 これ らの複合経営 を稲単作 に向わせつつある。
4、結論
以上分析 したように、高度経済成長期以降の生産組織は、一方では農民層分解を促進









審 査 結 果 の 要 旨
戦後とくに1960年以降,兼 業の深化と大型機械の導入により,わが国農村 に広 く普及 した農
業生産組織は,地域的,歴 史的,社会的にきわめて多様な形態をとり,それを系統的に把握する
ことは容易ではない。




この期は基本法農政期で,秋 田県において機械導入 も少な く,専 ら米の反収増加技術を追求 し
た 「稲作研究会」期 としている。 しかし,この期に集団的稲作技術の萌芽があった。
第 ∬期(1965～1970年,昭和40～昭和45年)
この期は経済高度成長期で,秋 田県 においても中型機械が導入され,稲 作の増収と機械利用に




入 され 「機械化一貫体系」が完成 し,・中核農家を中心に高度稲作集団組織が全盛期であった。
第W期(1975年以降,昭 和50年以降)
この期は機械の普及と兼業の深化により,集団栽培組織は崩れ,中 核農家への兼業農家の作業
委託,経 営委託が進む一方,兼 業農家の労働を複合部門へ振向け,集 落を再編するという秋田県
独 自の 「集落農場」期に入る。農政 もまた地域農政の時代に入った。
以上4期 に分けて生産組織の展開を考察 した著者は,生産組織が機械をテコに低コスト農産物供
給体制を作 り出すとともに,低労賃労働者を析出させ国家独 占資本に応ず る結果 となったことを
指適すると同時に,地域により畜産や野菜等,複 合部門を導入して地域住民を地域に定着させ,
活力ある地域づ くりに成功 した例 もあげ,生 産組織が今後の日本農業の発展に果す役割に新知見
を加えた。 よって農学博士の学位を授与するに値するものと判断した。
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